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１．ソフトウェア開発の概観 
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 （２-1）類似の商用ソフトウェアによる算定方法 
 （２-2）新規自社開発ソフトウェアによる算定方法 
 （３）オープンソースの「公正な評価額 ＝ 取得原価」算定のモデル事例 
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Man-Month)で著名なフレデリック・ブルックス（Frederick Phillips Brooks, Jr.）が 1986年に発
表した論文「銀の弾などない―ソフトウェア・エンジニアリングの本質と偶有的事項」(No Silver 















































































































  ① コンピュータに一定の仕事を行わせるためのプログラム 




























  1) プログラム 
  2) 1)＋手順、規則、およびその関連書類 












































 ‘Computer programs, procedures, rules, and any associated documentation concerned with 









the operation of a data processing system’(01.04.04)28であり、 
 ISO:1984年版のソフトウェアの定義は 
 ‘Intellectual creation comprising the programs, procedures, rules and any associated 
documentation pertaining to the operation of a data processing system’(01.04.04)29であり、 
 ISO/IEC:1993年版のソフトウェアの定義は 
 ‘All or part of the programs, procedures, rules, and associated documentation of an 






































































































































                                                   
38 ＪＩＳ規格(ISO/IEC標準)には総括的な用語はないが、例えば「データベース スキーマ」(JIS X 
0017:1997「情報処理用語(データベース)」、17.01.13)(日本規格協会(2013)P.242)のように、個々
には記載がある。 












































































































































































 そして、記法ならば、フローチャート以外に、ＨＩＰＯ（Hierarchy with Input-Process-Output）
52、ＤＦＤ（Data Flow Diagram）、デシジョン・テーブル（decision table：決定表）、ＣＲＵＤ図





































                                                   














































































































































                                                                                                                                                     
ていないように視えるし、興味深いテーマではあるが、会計と関わるのは今のところ本文で取り上
げた範囲に留まるように思われる。 
58 例えばＰＤＦ(Portable Document Format)は、作成・閲覧するソフトはソフトウェアだが、それ
によって作成・閲覧するものはデータであり、ソフトウェアとは見做せない。会計で馴染みのある




  ① コンピュータに一定の仕事を行わせるためのプログラム並びに各種環境定義類の構造体 














































































































































































  「Ⅰ．情報戦略」 
  「Ⅱ．企画業務」 
  「Ⅲ．開発業務」 
  「Ⅳ．運用業務」 
  「Ⅴ．保守業務」 



























12207（JIS X 0160）をベースに作成され、日本独自の内容を追加したものである。 
 最新の2013年版でみると、プロセスは、 
  「1．合意プロセス」 
  「2．テクニカルプロセス」 
  「3．運用・サービスプロセス」 
  「4．支援プロセス」 
  「5．プロジェクトプロセス」 
  「6．組織のプロジェクトイネーブリングプロセス」74 
  「7．プロセスレビュー」 
  「8．テーラリング（修整）プロセス」 






















  「2.1 企画プロセス」 
  「2.2 要件定義プロセス」 
  「2.3 システム開発プロセス」 
  「2.4 ソフトウェア実装プロセス」 
  「2.5 ハードウェア実装プロセス」 
  「2.6 保守プロセス」 
となっている。「3．運用・サービスプロセス」の小プロセスは、 
  「3.1 運用プロセス」 
  「3.2 廃棄プロセス」 

























や 2013 年版（2007 年版も同様）のように共通的ないし横断的なプロセスを別に括り出すのではな
く、同列的に構成されているようにみえるが、「共通フレームのプロセス相関図」では、 
  「契約作業」として「1．購入プロセス」 
           「2．供給プロセス」 
  「システム開発作業」として、 
   「共通プロセス群」の「7．管理プロセス」並びに 
             「8．環境整備プロセス」 
             「9．教育訓練プロセス」 
             「10．文書作成プロセス」 
             「11．構成管理プロセス」 
             「12．品質保証プロセス」 
             「13．問題解決プロセス」 
   「基本プロセス群」の「3．企画プロセス」 
             「4．開発プロセス」 
             「5．運用プロセス」 
             「6．保守プロセス」 
が位置付けられている79。「相関図」には図示されていないプロセスとして、 
  「14．組織の確立・評価・改善のためのプロセス」 








                                                   
78 共通フレーム検討委員会編(1994)pp.33-106。なお、副題にある「SLCP-JCF」はSoftware LifeCycle 












 ISO/IEC の‘System and software engineering—Software life cycle processes’（ソフトウェ
アライフサイクルプロセス）ISO/IEC 12207は、1995年に制定され、2002年、2004年、2008年に
改訂されている。それに対応する JIS の「ソフトウェアライフサイクルプロセス」JIS X 0160 は、
1996年に制定され、2007年（ISO/IEC12207:2002,2004対応）、2012年（ISO/IEC12207:2008対応）
に改訂されている83。 
 JIS規格の最新2012年版84に拠ると、「6 システムライフサイクルプロセス」は、 
  「6.1 合意プロセス」 
   「6.1.1 取得プロセス」 
   「6.1.2 供給プロセス」 
  「6.2 組織のプロジェクトイネーブリングプロセス」 
  「6.3 プロジェクトプロセス」 
  「6.4 テクニカルプロセス」 
   「6.4.1 利害関係者要求事項定義プロセス」 
   「6.4.2 システム要求事項分析プロセス」 
   「6.4.3 システム方式設計プロセス」 
   「6.4.4 実装プロセス」 
   「6.4.5 システム結合プロセス」 
   「6.4.6 システム適格性確認テストプロセス」 
   「6.4.7 ソフトウェア導入プロセス」 
   「6.4.8 ソフトウェア受入れ支援プロセス」 
   「6.4.9 ソフトウェア運用プロセス」 














   「6.4.10 ソフトウェア保守プロセス」 
   「6.4.11 ソフトウェア廃棄プロセス」 
となっている。「7 ソフトウェア固有プロセス」は、ライフサイクルとしては補足的なものだが、 
  「7.1 ソフトウェア実装プロセス」 
  「7.2 ソフトウェア支援プロセス」 














  「5.1 取得プロセス」 
  「5.2 供給プロセス」 
  「5.3 開発プロセス」 
  「5.4 運用プロセス」 
  「5.5 保守プロセス」 
となっている。「6．支援ライフサイクルプロセス」は、 
  「6.1 文書化プロセス」 
  「6.2 構成管理プロセス」 
  「6.3 品質保証プロセス」 
  「6.4 検証プロセス」 
  「6.5 妥当性確認プロセス」 
                                                   
85 このことは、筆者の解釈というだけではなく、ＩＰＡ監修(2013)に「共通フレーム 2013,共通フ





  「6.6 共同レビュープロセス」 
  「6.7 監査プロセス」 
  「6.8 問題解決プロセス」 
となっており、「7．組織に関するライフサイクルプロセス」は、 
  「7.1 管理プロセス」 
  「7.2 環境整備プロセス」 
  「7.3 改善プロセス」 
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大フェーズ システム管理基準 共通フレーム2013 JIS X 160:2012






















































































































  ①エンタープライズ系 
































  ①基本ソフトウェア 
  ②ミドル・ソフトウェア 














  ①パッケージ・ソフトウェア 














  ①商用ソフトウェア 



















 国民経済計算（national accounting、national economic accounting）は、ＧＤＰ等の算出を行




































                                                                                                                                                     
な論文を必要とするので、本章ではソフトウェアの分類に限定して取り扱う。 
























  ①「ハードウェア（電子計算機本体）と一体のもの」 
  ②-1受注型ソフトウェア 
  ②-2汎用型ソフトウェア 
  ③内製型ソフトウェア103（自社開発ソフトウェア、インハウス（in-house）型）ソフトウェア） 











                                                   































































































































































































































































































































































































































































































































































































































                                                   



















企業 ○ ○ ○ × ○
利用
企業 × △１ × × △２ ○ ○ ○１
提供
企業 ○ ○ ○ ○ ○
利用
企業 × △３ × × △４ × △５ ×
自社利用
利用





























































































































































                                                   
128 共通フレーム検討委員会編(1994)pp.44-49 
129 同書pp.45,46 
130 「3.2 情報化戦略の立案」は「3.2.1 ビジネス環境の調査・分析」、「3.2.2 現行業務の調査・
分析」、「3.2.3 現行情報システムの調査・分析」、「3.2.4 情報技術動向の調査・分析」、「3.2.5 
基本戦略の策定」、「3.2.6 新業務イメージの作成」、「3.2.7 情報化対象の選定と投資目標の策定」、
「3.2.8 情報化戦略指針書」、「3.2.9 情報化推進体制の確立」、「3.3 情報システム構想の立案」
は「3.3.1 対象業務の概要調査」、「3.3.2 対象業務の詳細調査」、「3.3.3 対象業務に係わる情報
システムの分析」、「3.3.4 適用情報技術の調査」、「3.3.5 新業務モデルの作成」、「3.3.6 システ
ム基本構想の策定」、「3.3.7 業務改善効果の予測」、「3.3.8 情報化戦略との検証」、「3.3.9 情報
システム構想企画書の作成と承認」、「3.4 システム化計画の立案」は「3.4.1 情報システム化構
想の確認」、「3.4.2 実現可能性の検討」、「3.4.3 開発スケジュールの大枠作成」、「3.4.4 機種選
定方針の策定」、「3.4.5 開発条件の明確化」、「3.4.6 移行運用保守に対する基本方針の明確化」、
「3.4.7 開発環境に対する基本方針の明確化」、「3.4.8 教育訓練に対する基本方針の明確化」、


























































































1994年版 1998年版 2007年版 2013年版
開発計画 企画プロセス開始の準備 プロセス開始の準備 プロセス開始の準備 システム化構想の立案
分析 情報化戦略の立案 情報戦略の立案 システム化構想の立案 システム化計画の立案
調達 情報システム構想の立案 情報システム構想の立案 システム化計画の立案
システム化計画の立案 システム計画の立案
開発計画書 情報化戦略指南書 情報戦略 企画プロセス実施計画 プロセス実施計画
情報システム構想企画書 システム構想 システム化構想 システム化構想



































































                                                   









































































































































































                                                   















































































































































































































































































































































































































                                                   







































165 ここに注番号6が付され、「Handbook on deriving capital measures of Intellectual property 
products, OECD 2010」と注記されている。 
166 ここに注番号7が付され、「Frascati Manual, Proposed standard practice for surveys on 
research and experimental development, OECD  2002：研究開発に係る統計調査マニュアル」と注
記されている。 








































































                                                   
176 国民経済計算において、2008SNAでは研究開発を全て資産計上し、総固定資本形成に計上するこ
とになっていることは、既述の通りである。 
177 中村(2003)p.4。なお、各原名はカッコ内の通りである。内国歳入庁(Internal Revenue Service)、
財務会計基準審議会(Financial Accounting Standards Board)、証券取引委員会(Securities 
Exchange Committee)、アメリカ公認会計士協会(American Institute of Certificated Public 
Accountants)、歳入手続(Revenue Procedure)、財務会計基準書(Statement of Financial Accounting 
Standards)、解釈書(Financial Interpretation)、適用指針(Technical Bulletin)、財務報告通牒
(Financial Reporting Release)、問題提起書(Issue Paper)、公開草案(Exposure Draft)。 
87 
 ・1969年 内国歳入庁（IRS） 内国歳入庁歳入手続 69-21（Rev. Proc. 69-21） 
 ・1974年 財務会計基準審議会（FASB） 財務会計基準書第 2号（SFAS No.2） 
 ・1975年 財務会計基準審議会（FASB） FASB解釈書第6号（FIN No.6） 
 ・1979年 財務会計基準審議会（FASB） FASB適用指針第79-2号（FTB No.79-2） 
 ・1983年 証券取引委員会（SEC） 財務報告通牒第 12号（FRR No.12） 
 ・1984年 アメリカ公認会計士協会（AICPA） 問題提起書 
 ・1984年 財務会計基準審議会（FASB） 公開草案 
 ・1985年 財務会計基準審議会（FASB） 財務会計基準書第 86号（SFAS No.86） 













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































  ・設計工数：45人月、製造工数：60人月、テスト工数：45人月、合計150人月、とする。 
  ・生産性は、0.8KLOC/人月（＝120KLOC／150人月）、となる。 
  ・開発単価を100万円/人月とすると、直接開発費は 15,000万円(=100万円×150人月)である。 
 ②研究開発の場合 
・設計工数：１回45人月を３回やり直すとすると、合計 135人月、試作工数：１回 60人月を
３回やり直すとすると、合計 180 人月、テスト工数：１回 45 人月を２回やり直すとすると、
合計90人月、となる。工数総合計は 405人月となる219。 
  ・生産性は、約0.2963KLOC/人月（≒120KLOC／405人月）、となる。 
                                                   
216 藤本(2011)p.275。 
















































































































































 「2.3.1 システム開発プロセス開始の準備プロセス」〔1(5)〕 
 「2.3.2 システム要件定義プロセス」〔2(1,2)〕 
 「2.3.3 システム方式設計プロセス」〔2(3,2)〕 
 「2.3.4 実装プロセス」→「2.4 ソフトウェア実装プロセス」〔9 小プロセス：
1(5),1(3),1(7),1(8),1(5),1(6),1(6),1(2),1(3)〕 
 「2.3.5 システム結合プロセス」〔2(3,3)〕 
 「2.3.6 システム適格性確認テストプロセス」〔1(7)〕 
 「2.3.7 システム導入プロセス」〔1(2)〕 
 「2.3.8 システム受入れ支援プロセス」〔1(3)〕 
という２つの小プロセス、その各々は〔 〕内のアクティビティ数と、その各々のアクティビティ




































































































































228 ＣＭＭＩ(Capability Maturity Model Integration：能力成熟度モデル統合)の成熟度レベル２









































































































































































































































（2008 年度調査は 116 万円/人月）が示されているが245、これは委託企業にとっての「費用」であ
り、受託企業にとっては売価としての人月単価である。同調査では、個別プロジェクトにおける「実
績外注比率」（＝実績外注コスト／実績総費用）は、平均値が 72.9％（2008年度調査は 74.1％）で






































































  ①ＬＯＣ 













  ②ＦＰ 




















































































































                                                   
263 ｢制御系｣はハードウェア並びに OSと連携して処理制御を行う部分であるのに対して、｢それ以
外｣は業務的な機能部分である。 

































                                                   





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































70KLOC÷0.5KLOC/人月×（20％＋25％）×40％）、費用 2,520 万円（＝100 万円/人月×25.2 人月）
となる。プログラム製造以降の工程は再利用ではなく、新規の開発となるので、工数 77 人月（＝




















































ａ ノン・カスタマイズ －－－ －－－ 100 100 2,400 0 2,400 2,400 100.0
ｂ カスタマイズ －－－ 全て負担 40 60 100 2,400 6,000 6,000 8,400 8,400 100.0
ｃ 自社カスタマイズ －－－ 40 60 100 2,400 900 8,000 8,900 11,300 11,300 100.0
ｄ 負担なし 90 10 100 18,000 90 90 18,090 18,090 100.0
ｅ 一部負担 90 10 100 18,000 90 400 490 18,490 18,090 102.2
ｆ 負担なし 70 30 100 14,000 270 270 14,270 14,270 100.0
ｇ 一部負担 70 30 100 14,000 270 1,500 1,770 15,770 14,270 110.5
ｈ 全て負担 70 30 100 14,000 270 3,000 3,270 17,270 17,270 100.0
ｉ 一部負担 70 30 100 14,000 270 1,500 1,200 2,970 16,970 14,270 118.9











































































る。新規開発は、工数が 180 人月（=90KLOC÷0.5KLOC/人月）、開発費が 18,000 万円（=100 万円/










































































 （２）オープンソースの「公正な評価額 ＝ 取得原価」算定モデル 
 （２-1）類似の商用ソフトウェアによる算定方法 
 （２-2）新規自社開発ソフトウェアによる算定方法 




































                                                   









































































                                                   

























Public License）、ＬＧＰＬ（Lesser GPL）、ＭＩＴ／Ｘ（MIT/X Window System）、ＢＳＤ（Berkeley 
Software Distribution）である。ＧＮＵ（GNU’s Not Unix）306のＧＰＬは、２つの要求事項があ
り、「１．すべての派生物――つまり、ＧＰＬが適用されたコードを含んだあらゆるプログラム――
は、それ自体もＧＰＬで配布しなければならない」、「２．オリジナルでも、派生物であっても、そ

























































                                                   
307 同書邦訳p.247 




































34.4 3.0 10.4 4.2 47.9 3
33.5 3.4 8.2
2.7 18.1 5.0 61.7 11














に上位には「仮想化（サーバー）」（導入済み 48.9%）と「Web 会議」（導入済み 36.0%）があるだけ
である。それに対して、⑳と 21.は、10％前後と低調で、導入率順位も中位と下位である。また、
調査結果の内訳に「売上高別導入状況」が示されており、数値は省略するが、売上高規模が大きい











































                                                   













































































































の「オープンソース成熟度モデル」（Open Source Maturity Model）320とアンソニー・J・ラタンゼ





































































 「公正な評価額 ＝ 取得原価」算定に援用する、ステップ３の評価点の算出方法は、次の通りで
ある。まず、各評価点は、満点に対して、充足度合いあるいは適合度合いで採点する減点方式であ
る。次に、加重値は、デフォルトに対し、当該ソフトウェアの特性を勘案して、今回採用値を設定





































































































 （２）オープンソースの「公正な評価額 ＝ 取得原価」算定モデル 
 次に、「オープンソース評価モデル」に基づいて、具体的に「公正な評価額 ＝ 取得原価」を算定
する、オープンソースの「公正な評価額 ＝ 取得原価」算定モデルを提示する。 





































 複数のオープンソースを利用した場合には、各々の比較評価を行い、各「公正な評価額 ＝ 取得
原価」を算定し、合算する。利用したオープンソースをＡ１，Ａ２，…，Ａｎとすると、「公正な評価

























































 従って、オープンソースの「公正な評価額 ＝ 取得原価」は 920 万円である。取得原価総額は、
「公正な評価額 ＝ 取得原価」を加算すると、8,920万円（＝8,000万円＋920万円）となる。 
 商用ソフトウェアを利用して開発を行った場合には、開発費総額が 9,400 万円（＝7,000 万円＋
2,000 万円＋400 万円）となるのに対して、オープンソースを利用する場合には、実際の支出額は




































 従って、オープンソースの「公正な評価額 ＝ 取得原価」は 800 万円である。取得原価総額は、






























































































































































































































































































































































































                                                   
345 IAS36par.39「Composition of estimate of future cash flows」の(b)の規定に依拠している。 











































































































































































































































① 生産性異常仕損 ② 生産性異常仕損 ⑨ 生産性異常仕損 ⑪ 生産性異常仕損
品質異常仕損 品質異常仕損
品質特別仕損
③ 生産性異常仕損 ④ 生産性異常仕損 ⑩ 生産性異常仕損 ⑫ 生産性異常仕損






























































① 9.00 0.050 0.006 50,000 50,000
② 9.00 0.050 0.007 50,000 50,000
③ 5.00 0.300 0.083333 0.006 300,000 83,333 383,333
④ 5.00 0.300 0.083333 0.007 300,000 83,333 383,333
⑤ 12.00 0.008 0.133333 133,333 133,333
⑥ 10.00 0.008 0.133333 133,333 133,333
⑦ 12.00 0.010 0.300000 0.166667 300,000 166,667 466,667
⑧ 10.00 0.010 0.300000 0.166667 300,000 166,667 466,667
⑨ 9.00 0.050 0.008 0.133333 176,667 176,667
⑩ 5.00 0.300 0.083333 0.008 0.133333 393,333 83,333 476,667
⑪ 9.00 0.050 0.010 0.300000 0.166667 335,000 166,667 501,667

































 ①の数値事例は、生産性実績値が 9.00FP/人月なので、生産性実績率は 0.75＝9.00 FP/人月÷
12.00 FP/人月となり、品質実績値が 0.006件/FPなので、品質実績率は 1.000＝0.006件/ FP÷0.006
件/ FPとなり、判定式に合致する。生産性異常仕損率は0.05＝0.8-0.75となり、異常仕損費は50,000
円＝1,000,00円×0.05となる。 
 ②の数値事例は、生産性実績値が 9.00FP/人月なので、生産性実績率は 0.75＝9.00 FP/人月÷
12.00 FP/人月となり、品質実績値が 0.007件/FPなので、品質実績率は 1.167≒0.007件/ FP÷0.006
件/ FPとなり、判定式に合致する。生産性異常仕損率は0.05＝0.8-0.75となり、異常仕損費は50,000
円＝1,000,00円×0.05となる。 
 ③の数値事例は、生産性実績値が 5.00FP/人月なので、生産性実績率は 0.416667≒5.00 FP/人月
÷12.00 FP/人月となり、品質実績値が 0.006件/FPなので、品質実績率は 1.000＝0.006件/ FP÷
0.006件/ FPとなり、判定式に合致する。生産性異常仕損率は 0.3となり、異常仕損費は 300,000
円＝1,000,00円×0.3となる。生産性特別仕損率は 0.083333＝0.5－0.416667となり、特別仕損費
は83,333円＝1,000,00円×0.083333となる。 
 ④の数値事例は、生産性実績値が 5.00FP/人月なので、生産性実績率は 0.416667≒5.00 FP/人月
÷12.00 FP/人月となり、品質実績値が 0.007件/FPなので、品質実績率は 1.167≒0.007件/ FP÷
0.006件/ FPとなり、判定式に合致する。生産性異常仕損率は 0.3となり、異常仕損費は 300,000
円＝1,000,00円×0.3となる。生産性特別仕損率は 0.083333＝0.5－0.416667となり、特別仕損費
は83,333円＝1,000,00円×0.083333となる。 
 ⑤の数値事例は、生産性実績値が 12.00FP/人月なので、生産性実績率は 1.0＝12.00 FP/人月÷
12.00 FP/人月となり、品質実績値が 0.008 件/FP なので、品質実績率は 1.333333≒0.008 件/ FP
÷0.006 件/ FP となり、判定式に合致する。品質異常仕損率は 0.133333＝1.333333-1.2 となり、
異常仕損費は133,333円＝1,000,00円×0.133333となる。 
 ⑥の数値事例は、生産性実績値が 10.00FP/人月なので、生産性実績率は 0.833333＝10.00 FP/人
月÷12.00 FP/人月となり、品質実績値が 0.008件/FPなので、品質実績率は 1.333333≒0.008件/ FP
÷0.006 件/ FP となり、判定式に合致する。品質異常仕損率は 0.133333＝1.333333-1.2 となり、
異常仕損費は133,333円＝1,000,00円×0.133333となる。 
 ⑦の数値事例は、生産性実績値が 12.00FP/人月なので、生産性実績率は 1.0＝12.00 FP/人月÷
12.00 FP/人月となり、品質実績値が 0.010 件/FP なので、品質実績率は 1.666667≒0.010 件/ FP
÷0.006件/ FPとなり、判定式に合致する。品質異常仕損率は 0.3となり、異常仕損費は 300,000
円＝1,000,00円×0.3となる。品質特別仕損率は 0.166667＝1.666667－1.5となり、特別仕損費は
166,667円＝1,000,00円×0.166667となる。 
 ⑧の数値事例は、生産性実績値が 10.00FP/人月なので、生産性実績率は 0.833333＝10.00 FP/人
183 
月÷12.00 FP/人月となり、品質実績値が 0.010件/FPなので、品質実績率は1.666667≒0.010件/ FP
÷0.006件/ FPとなり、判定式に合致する。品質異常仕損率は 0.3となり、異常仕損費は 300,000
円＝1,000,00円×0.3となる。品質特別仕損率は 0.166667＝1.666667－1.5となり、特別仕損費は
166,667円＝1,000,00円×0.166667となる。 
 ⑨の数値事例は、生産性実績値が 9.00FP/人月なので、生産性実績率は 0.75＝9.00 FP/人月÷
12.00 FP/人月となり、品質実績値が 0.008 件/FP なので、品質実績率は 1.333333≒0.008 件/ FP
÷0.006 件/ FP となり、判定式に合致する。生産性異常仕損率は 0.05＝0.8-0.75 となり、品質異
常仕損率は 0.133333＝1.333333-1.2 となり、異常仕損費は 176,667 円≒1,000,00 円×（0.05＋
0.133333－0.5×0.133333）となる。 
 ⑩の数値事例は、生産性実績値が 5.00FP/人月なので、生産性実績率は 0.416667≒5.00 FP/人月
÷12.00 FP/人月となり、品質実績値が 0.008件/FPなので、品質実績率は 1.333333≒0.008件/ FP
÷0.006 件/ FP となり、判定式に合致する。生産性異常仕損率は 0.3 となり、品質異常仕損率は
0.133333＝1.333333-1.2 となり、異常仕損費は 393,333 円≒1,000,00 円×（0.3＋0.133333－0.3
×0.133333）となる。生産性特別仕損率は 0.083333＝0.5－0.416667となり、特別仕損費は 83,333
円＝1,000,00円×0.083333となる。 
 ⑪の数値事例は、生産性実績値が 9.00FP/人月なので、生産性実績率は 0.75＝9.00 FP/人月÷
12.00 FP/人月となり、品質実績値が 0.010 件/FP なので、品質実績率は 1.666667≒0.010 件/ FP
÷0.006件/ FPとなり、判定式に合致する。生産性異常仕損率は 0.3となり、品質異常仕損率は 0.3
となり、異常仕損費は335,000円＝1,000,00円×（0.05＋0.3－0.05×0.3）となる。品質特別仕損
率は0.166667＝1.666667－1.5となり、特別仕損費は166,667円＝1,000,00円×0.166667となる。 
 ⑫の数値事例は、生産性実績値が 5.00FP/人月なので、生産性実績率は 0.416667≒5.00 FP/人月
÷12.00 FP/人月となり、品質実績値が 0.010件/FPなので、品質実績率は 1.666667≒0.010件/ FP











































































































































































































































































































































































次に、ＦＡＳＢ（1985）は、1985年に公表されたＦＡＳＢ（Financial Accounting Standards Board）
のＳＦＡＳ（Statement of Financial Accounting Standards）第86号「販売、リースその他の方
法で市場に出されたコンピュータ・ソフトウェアの原価の会計処理（Accounting for the Cost of 
Computer Software to Be Sold, Leased or Otherwise Marketed）」（現在の「FASB ACS 985-20-25-2 
– Costs of Software to be Sold, Leased, or Marketed」（以降「ＳＦＡＳ86」と略記））で、





















更に、ＡＩＣＰＡ（1998）は、1998年に公表されたＡＩＣＰＡ（American Institute of Certified 
Public Accountants）のＳＯＰ（Statement of Position）98‐１「社内利用のために開発又は購入
されるコンピュータ・ソフトウェアの原価の会計処理（Accounting for the Costs of Computer 






































































































































































































































































































補遺Ⅰ 調査票  クラウド・コンピューティング調査票（事業者向け） 








続けている。1943 年にＩＢＭ社のトーマス・ワトソン（Thomas Watson、 Jr.）が「コンピュータ
の世界市場規模は５台程度だ（I think there is a world market for about five computers.）」
と予言したが383、2006 年にサン・マイクロシステムズ（Sun Microsystems（当時））のグレッグ・
パパドプロス（Greg Papadopoulos）はそれを承知の上で挑発的に、「世界は５台のコンピュータだ


















                                                   
383 日経ＢＰ社出版局編(2010)p.5 
384 羽深・志田・田中(2011)p.13 











































































 サービス形態の分類としては、ＳａａＳ（Software as a Service）、ＰａａＳ（Platform as a 











































































































































































































































































                                                   
415 しかし、利用企業側の団体であるＪＵＡＳの調査報告ＪＵＡＳ(2012b)でも取上げられていない。 
213 


















































































































































 ① クラウド利用の契約が解約不能なこと417。 






























































（社名：     ） 
 
1.自社で制作したソフトウェアを販売していますか。 
 ○している ○していない 
 
 1-1.貴社は、会計処理に関してどの会計基準を適用していますか。 





   ○資産計上 ○費用処理 ○その他（ケースによる等）（具体的には：     ） 
 
  1-2-1.資産計上している場合、資産計上額は開発費総額のうち、どの程度ですか。 
     （     ） 
 
2.自社で制作したソフトウェアをサービス提供していますか（ＳａａＳ、ＰａａＳ、ＡＳＰ等）。 




   ○資産計上 ○費用処理 ○その他（ケースによる等）（具体的には：     ） 
 
  2-1-1.資産計上している場合、資産計上額は開発費総額のうち、どの程度ですか 
220 








   ○市場販売目的の会計処理 ○自社利用目的（サービス提供）の会計処理 
   ○その他（ケースによる等）（具体的には：     ） 
 
  3-1-1. 市場販売目的と自社利用目的（サービス提供）とでは会計処理が異なりますが、どのよ
うな判断基準で処理をしていますか（例えば、売上が多い方の目的別処理をしている、監査法人と
相談して決めている等）。 
     （     ） 
 
  3-1-2. 同一のソフトウェアに関して、異なる会計処理となることに不都合あるいは困ることは
ありませんか。 
     ○不都合あるいは困る ○不都合はないあるいは困らない ○その他（     ） 
 
  3-1-3. 統一的な処理を望みますか、あるいは具体的な指針を望みますか。 
     ○統一的な処理を望む（会計基準の改訂） ○具体的な指針を望む（実務指針の改訂、




   ○市場販売目的の会計処理 ○自社利用目的（サービス提供）の会計処理 
   ○その他（ケースによる等）（具体的には：     ） 
 
  3-2-1. 市場販売目的と自社利用目的（サービス提供）とでは会計処理が異なりますが、どのよ
うな判断基準で処理をすることをお考えですか（例えば、売上が多い方の目的別処理をするつもり
である、監査法人と相談して決める等）。 
     （     ） 
  3-2-2. 同一のソフトウェアに関して、異なる会計処理となることに不都合あるいは困ることに
221 
はなりませんか。 
     ○不都合あるいは困る ○不都合はないあるいは困らない ○その他（     ） 
 
  3-2-3. 統一的な処理を望みますか、あるいは具体的な指針を望みますか。 
     ○統一的な処理を望む（会計基準の改訂） ○具体的な指針を望む（実務指針の改訂、
判断基準の具体化） ○今のままでよい ○その他（     ） 
 
4.プライベート・クラウド事業は行なっていますか。 




  4-1-1.利用企業にとっての形態 ○オンプレミス ○オフプレミス ○両方 
  4-1-2.オフプレミスの場合の物理リソース等 ○共有型（共用型） ○専有型（専用型） ○
両方 
  4-1-3.サービス範囲 ○システムの設計＆構築有 ○監視＆運用サービス有 ○その他（具体
的には：   ） 
  4-1-4.サービスの種類 ○レディメイドのみ ○オーダーメイド可 ○その他（具体的に
は：   ） 













   ○他社と貴社が契約締結 ○他社と利用企業が契約締結 ○その他（ケースによる等）（具体





   ○オープンソース財団等と貴社が契約締結 ○オープンソース財団等と利用企業が契約締結 
○その他（ケースによる等）（具体的には：     ） 
 
 4-6.専用の仮想化ソフトウェア（利用企業固有のシステム環境等）は、どうですか。 
   ○貴社が契約締結 ○利用企業が契約締結 ○その他（ケースによる等）（具体的に




   ○貴社が契約締結 ○利用企業が契約締結 ○その他（ケースによる等）（具体的に


























    ○事業者が資産計上（利用企業は費用処理） ○利用企業が資産計上（事業者は費用処理） 

















（社名：     ） 
 
1.クラウド・コンピューティングを利用していますか。 
 ○している ○していない 
 
2.パブリック・クラウドを利用していますか。 
 ○している ○していない 
 
 2-1. パブリック・クラウドを利用している場合、料金体系はどのようなものですか。 
   ○従量課金制（従量の具体的な取り扱いは：     ） 
   ○月額定額制（定額で利用できる範囲は：     ） 
   ○その他（具体的には：     ） 
 
 2-2.貴社は、会計処理に関してどの会計基準を適用していますか。 
   ○日本基準 ○アメリカ基準 ○ＩＦＲＳ ○その他（     ） 
   （なお、以下の会計処理に係る質問並びに回答は日本基準をベースにしています。従って、
もし日本基準以外を適用されている場合は、実態に即した補訂等をお願い致します。） 
 
 2-3. パブリック・クラウドを利用している場合、どのような会計処理をしていますか。 
   ○費用処理（科目は：     ） 
   ○その他（具体的には：     ） 
 
3.プライベート・クラウドを利用していますか。 





   ○オンプレミス（具体的な内容は：     ） 
   ○オフプレミス（具体的な内容は：     ） 
   オフプレミスの場合の物理リソース等 ○共有型（共用型） ○専有型（専用型） 
    （具体的な内容は：     ） 
   ○システムの設計＆構築～監視＆運用サービスまで享受 
    （具体的な内容は：     ） 
   ○レディメイド 又は ○オーダーメイド（具体的な内容は：     ） 
   ○これまでのアウトソーシング／ハウジング／ホスティングと類似のもの 
    （具体的な内容は：     ） 
   ○その他（具体的には：     ） 
 
 3-2. プライベート・クラウドを利用している場合、料金体系はどのようなものですか。 
   ○従量課金制（従量の具体的な取り扱いは：     ） 
   ○月額定額制又は年額定額制（定額で利用できる範囲は：     ） 









   ○クラウド利用の包括的な契約に含まれている ○当該ソフトウェアに関するライセンス契





   ○貴社が他社と契約締結 ○クラウド事業者が他社と契約締結 ○その他（具体的に






   ○オープンソース財団等と貴社が契約締結 ○オープンソース財団等とクラウド事業者が契
約締結 ○その他（具体的には：     ） 
 
 3-7.専用の仮想化ソフトウェア（貴社固有のシステム環境等）は、どうですか。 
















 ○利用している ○利用していない ○その他（     ） 
 
 4-1.ハイブリッド・クラウドを利用している場合、料金体系はどのように設定されていますか。 
   ○各々の合算 ○それ以外（具体的には：     ） 
 
5. パブリック・クラウドを利用している場合、どのような会計処理をしていますか。 
 ○費用処理（科目は：     ） 





 ○費用処理（科目は：     ） 
 ○資産計上（具体的には、どういう場合ですか：     ） 








 ○事業者が資産計上（利用企業は費用処理） ○利用企業が資産計上（事業者は費用処理） ○
































































































































 （２-1） 国際標準ＪＩＳ規格におけるソフトウェア保守 
 まずは、ソフトウェア・メインテナンス研究会の一書がサブタイトルにも冠して全般的に依拠し、
ＩＰＡ(2007)でも定義で依拠している432、国際標準且つＪＩＳ規格である「ソフトウェア技術－ソ
フトウェアライフサイクルプロセス－保守」（Software Engineering－software Life Cycle 






















































































































テム（OS：Operating System）」でなければならない。以降では OSと読み替える447。 






















                                                                                                                                                     
用語大事典編集委員会編(1992)『情報処理用語大事典』オーム社、相磯秀夫監修、牧野武則・斉藤
剛・中村克彦・オーム社編(2001)『情報技術用語大事典』オーム社、更にはＯＳに関する最も浩瀚
なテキストであるSilberschatz, Abraham, Galvin ,Peter Baer, Gagne, Greg, Operating System 



















































































 ②ＦＡＳＢ（1985）は、1985年に公表されたＦＡＳＢ（Financial Accounting Standards Board）
のＳＦＡＳ（Statement of Financial Accounting Standards）第86号「販売、リースその他の方
法で市場に出されたコンピュータ・ソフトウェアの原価の会計処理（Accounting for the Cost of 
Computer Software to Be Sold, Leased or Otherwise Marketed）」で、現在の「FASB ACS 985-20-25-2 
– Costs of Software to be Sold, Leased, or Marketed」（以降「ＳＦＡＳ86」と略記）で、世












 ③ＡＩＣＰＡ（1998）は、1998 年に公表されたＡＩＣＰＡ（American Institute of Certified 
Public Accountants）のＳＯＰ（Statement of Position）98‐１「社内利用のために開発又は購入
されるコンピュータ・ソフトウェアの原価の会計処理（Accounting for the Costs of Computer 








































































































































































































































































































































































































































































































































































                                                   































































































































































































1994年版 1998年版 2007年版 2013年版
廃棄計画策定 廃棄計画の策定 廃棄計画の立案
廃棄の実行


































































































































































































                                                   
487 同書p.61 
488 同書p.63 






















































































































































































































































































































































































№ 生産性 開発計画 初期開発 ｔ １年度 ｔ ２年度 … ｔ ｎ 年度
1 開発/保守
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コミュニティの可能性』毎日コミュニケーションズ) 
・Wellman,Frank(1992), Software Costing: An Objective Approach to Cost of Computer Software, 
Prentice Hall, New Jersey.(フランク・ウェルマン(櫻井通晴監訳、新江孝訳)(1996)『ソフトウェ
ア原価の見積りと管理』白桃書房) 
・Yourdon, Edward(2004),Death March 2nd Edition, Pearson Education, New Jersey.(エドワー




























［001］ＣＳＡＪ  Computer Software Association of Japan の略号。日本語正式名：一般社団
法人 コンピュータソフトウェア協会。1982年設立。業界団体。パソコン・ソフトないしパッケー
ジ・ソフトを主たる事業とする企業が加盟。会員企業数計 409社（2014年6月 1日現在）。 
（http://www.csaj.jp/） 
 




［003］ＩＰＡ  Information-technology Promotion Agencyの略号。日本語正式名：独立行政法

















［006］ＪＦＰＵＧ  Japan Function Point Users Group の略号。日本語正式名：日本ファンク





［007］ＪＩＰＤＥＣ  Japan Institute for Promotion of Digital Economy and Community の









［008］ＪＩＳＡ  Japan Information Technology Services Industry Association の略号。日
本語正式名：一般社団法人 情報サービス産業協会。社団法人 日本情報センター協会（1970年設
立）、社団法人 ソフトウェア産業振興協会（1970年設立）が1984年に合併。業界団体。法人会員



























［101］ISMS  Information Security management System（情報セキュリティマネジメントシステ
ム）の略号。ISO/IEC 27001(JIS Q 27001)に準拠。認証取得組織 4,507（2014年6月 13日現在）。 
 









［104］ＩＴＩＬ  Information Technology Infrastructure Libraryの略号。ＩＴサービスマネ
ジメントにおけるベストプラクティス（成功事例）をまとめた書籍群。1989年、イギリス政府のＣ
ＣＴＡ（Cental Computer and Telecommunication Agency：中央コンピュータ電気通信局、イギリ
ス政府商務庁の下部組織）によって公表された。現在はｉｔＳＭＦ（IT Service Management Forum）
という非営利団体が運営している。2001 年Ｖ２、2007 年Ｖ３に改訂され、最新版はＩＴＩＬ2011





［105］アクティビティ（activity）  ≪参照→［131］フェーズ≫ 
 
［106］ＡＳＰ  Application Service Provider の略号。アプリケーション・ソフト等のサービ
スをネットワーク経由で提供する事業者。今日では、クラウド・コンピューテング（cloud computing）、
あるいはその中のSaaS（Software as a Service）がほぼ同義である。 
294 
 
［107］FP  Function Point の略号。ファンクション・ポイントとも表記する。ソフトウェアの
規模を表す尺度の１つで、機能（function）の規模をポイント数で表す。≪参照→［108］FP法≫ 
 






［109］LOC  Lines Of Code の略号。行数、ステップ数、ライン数とも言う。ソフトウェアの規
模を表す尺度の１つで、プログラムの行数のことである。測定する対象のプログラム形態は、ソー








































［116］ＣＭＭＩ  Capability Maturity Model Integration（能力成熟度モデル統合）略号。元々
























［120］タスク（task）  ≪参照→［131］フェーズ≫ 
 
［121］ＷＢＳ  Work Breakdown Structure の略号。プロジェクト管理における作業項目の細分
化・洗い出しを行なうための手法である。 
 
［122］情報の単位 K,M,G,…  1B(BYTE：バイト)=8b(bit：ビット)。1K(キロ)B=1,000B=103B≒210 











カウントする。フレデリック・ブルックス（Frederick Phillips Brooks, Jr.）の名著『人月の神
話』（The Mythical Man-Month: Essays on Software Engineering）で人口に膾炙したとも言える。 
 
























































［133］リンカ（linker）  リンケージ・エディタ（linkage editor：連係編集プログラム）とも
言う。機械語の個々のプログラムを結合し、実行可能な状態にするツール（ソフトウェア）である。
予め実行前に結合状態にしておく静的リンク（Static Link）と、実行時に結合する動的リンク
（dynamic link）という２つの方式がある。 
 
